
医療保険分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後

所得割額 7.2% 7.9% 2.0% 2.6% 1.9% 2.6%

資産割額 10.0% 5.0% 2.2% 1.3% 2.9% 1.7%

均等割額 23,400 円 27,000 円 7,000 円 9,500 円 8,500 円 10,000 円

平等割額 26,400 円 26,400 円 7,000 円 7,000 円 7,500 円 7,500 円

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
を
改
正
し
ま
す

●
令
和
４
年
度
か
ら
令
和
６
年
度
に

か
け
て
税
率
を
改
正
し
ま
す

　
国
民
健
康
保
険
は
、
病
気
や
け
が

を
し
た
と
き
に
安
心
し
て
医
療
を
受

け
ら
れ
る
よ
う
、
加
入
者
の
皆
さ
ん

が
保
険
税
を
出
し
合
い
、
お
互
い
に

助
け
合
う
相
互
扶
助
の
制
度
で
す
。

　
平
成
30
年
度
か
ら
国
民
健
康
保
険

財
政
を
安
定
さ
せ
、
持
続
可
能
な
制

度
と
し
て
強
化
す
る
た
め
、
都
道
府

県
が
財
政
運
営
の
責
任
主
体
と
な
っ

て
い
ま
す
。
本
町
は
国
民
健
康
保
険

の
財
源
と
し
て
、
岩
手
県
が
設
定
す

る
標
準
税
率
に
基
づ
い
て
算
定
し
た

納
付
金
を
県
に
納
め
て
い
ま
す
。

　
本
町
は
、
納
付
金
の
算
定
に
影
響

す
る
医
療
費
な
ど
が
、
県
内
で
高
い

水
準
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
県

か
ら
求
め
ら
れ
る
納
付
金
も
同
様
に

高
い
状
況
に
あ
り
、
段
階
的
な
税
率

の
見
直
し
と
、
国
民
健
康
保
険
財
政

調
整
基
金
か
ら
の
補
て
ん
に
よ
り
財

政
運
営
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
を
踏
ま
え

て
税
率
の
見
直
し
を
検
討
し
、
改
正

を
行
う
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　
令
和
４
年
度
の
改
正
で
は
資
産
割

の
廃
止
に
向
け
、
資
産
割
の
税
率
を

こ
れ
ま
で
の
半
分
程
度
と
し
、
減
少

分
は
所
得
割
、
均
等
割
に
そ
れ
ぞ
れ

振
り
替
え
て
補
い
ま
す
。
令
和
５
年

度
は
引
き
続
き
同
税
率
を
維
持
し
、

令
和
６
年
度
に
資
産
割
廃
止
に
向
け

た
税
率
の
改
正
を
行
い
、
応
分
の
負

担
と
な
る
よ
う
検
討
し
ま
す
。

　　
不
明
な
点
が
あ
れ
ば
、
お
気
軽
に

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ

▼
問
い
合
わ
せ　
役
場
税
務
課
賦
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課

係
（
係
（
☎☎
６
１
１

６
１
１--
２
５
２
２
）

２
５
２
２
）

　
町
は
、
国
民
健
康
保
険
の
安
定
的
な
運
営
の
た
め
、
同
保
険
税
の
税
率
を
改
正
し

ま
す
。
加
入
者
の
皆
さ
ん
に
は
ご
負
担
を
お
掛
け
し
ま
す
が
、
厳
し
い
財
政
状
況
と

安
定
的
な
運
営
に
ご
理
解
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

令
和
４
年
度
か
ら
の
新
し
い
税
率

　
町
の
国
民
健
康
保
険
の
状
況
を
み
る
と
、
被
保
険
者

数
は
年
々
減
少
し
、
年
齢
構
成
の
変
化
や
受
診
環
境
の

充
実
な
ど
に
よ
り
、
医
療
費
は
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い

ま
す
。
増
え
続
け
る
医
療
費
を
減
ら
す
た
め
に
は
、
皆

さ
ん
一
人
一
人
が
健
康
意
識
を
高
め
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。
特
定
健
診
を
毎
年
受
診
し
て
健
康
状
態
を
把

握
し
、
疾
病
お
よ
び
重
症
化
を
予
防
し
ま
し
ょ
う
。
ま

た
、
安
価
で
効
果
が
同
じ
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
活

用
す
る
な
ど
、
医
療
費
の
適
正
化
に
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

町
の
医
療
費
状
況
は
？

町
の
医
療
費
状
況
は
？
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※ジェネリック医薬品（後発医薬品）※ジェネリック医薬品（後発医薬品）
　新薬と同等の有効成分、安全性があると国に認められた薬。新薬の特許が切れた　新薬と同等の有効成分、安全性があると国に認められた薬。新薬の特許が切れた
後に販売されるもので、研究費などが抑えられるため、一般的に新薬よりも安価で後に販売されるもので、研究費などが抑えられるため、一般的に新薬よりも安価で
患者に提供されています。患者に提供されています。

 【令和 6 年度以降】資産割を廃止します 
　令和 6 年度から資産割を廃止し、国民健康
保険税の賦課方式を 4 方式（所得割・資産割・
均等割・平等割）から 3 方式へ変更します。
　税負担の公平性の観点から全国的にも資産
割を賦課する市町村が減っていること、岩手
県が行う事業費納付金の算定でも、標準賦課
方式を３方式としていることなどの現状を考
慮し今後、段階的に変更するものです。

　
被
保
険
者
数
は
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。
65
歳

～
74
歳
（
前
期
高
齢
者
）
の
被
保
険
者
の
割
合
は

高
齢
化
の
影
響
で
増
加
し
、
若
年
層
の
割
合
は
少

子
化
や
社
会
保
険
の
適
用
拡
大
の
影
響
で
減
少
し

て
い
ま
す
。

　
受
診
頻
度
の
高
い
高
齢
者
の
増
加
や
受
診
環
境

の
充
実
や
医
療
技
術
の
高
度
化
な
ど
に
よ
り
、
療

養
諸
費（
医
療
費
）は
増
加
傾
向
が
続
い
て
お
り
、

令
和
２
年
度
は
県
内
市
町
村
平
均
を
下
回
っ
た
も

の
の
、依
然
と
し
て
高
い
水
準
が
続
い
て
い
ま
す
。

　　
こ
の
基
金
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
の
健
全
な

財
政
運
営
の
財
源
に
充
て
る
た
め
に
設
置
し
て
い

ま
す
。
県
へ
の
納
付
金
や
保
険
税
収
入
の
年
度
間

の
増
減
に
対
応
す
る
た
め
、
基
金
が
枯
渇
す
る
こ

と
の
な
い
よ
う
適
切
な
残
高
を
維
持
し
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

一人当たり療養諸費の推移

国民健康保険財政調整基金残高の推移

被保険者数の推移

　令和 4・5年度保険料率について、以下のとおり改定
されます。この保険料率は岩手県後期高齢者医療広域連
合が、医療費の増加などを見込んで2年ごと決定します。
　後期高齢者医療制度の保険料は、被保険者全員が負担
する「均等割額」と被保険者の前年の所得に応じて負担
する「所得割額」を合計して、個人単位で計算されます。
▼均等割額　40,900 円（令和 2・3年度比 2,900 円増）
▼所得割率　7.36％（令和 2・3年度と同じ）

後期高齢者医療制度の保険料率も改定

●
被
保
険
者
数
の
推
移

●
療
養
諸
費
（
医
療
費
）
の
増
加

●
国
民
健
康
保
険
財
政
調
整
基
金
の
動
向
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